
安心 便利

農林中金への指導権限の付与など

JAバンク・セーフティーネットJAバンク・セーフティーネット

令和元年度

概要（令和2年1月31日現在）

本店所在地 新潟県長岡市大野249番地
設　　　立 平成13年2月1日
総　資　産 93,784百万円
出　資　金 2,559百万円
組 合 員 数 10,039人（正組合員 6,065人、准組合員 3,974人）
職　員　数 260人（うち臨時職員38人）

　当ＪＡは、営農・金融・共済・経済などの各事業活動を通じて、「農業者の所得増大」「農業生産の拡
大」を目指すとともに、地域・社会の発展に向けた取り組みを推進しています。また、事業サービスの
提供にとどまらず、食農教育・高齢者支援・教育文化・環境保全など、多様な活動を通じて「地域の活
性化」（＝社会貢献）に取り組んでいます。

●民謡、大正琴、社交ダンスなどのサークル活動や健康教室の開催
●「支店協同活動」による地域交流、クリーン作戦による地域の清掃活動
●直営店１ヶ所を含む管内４ヶ所に「農産物直売所」の設置、管内小学校学校田の総合学習支援等
●ローン相談会、農業税務研修会の開催
●年金友の会や、共済「かがやきの会」などの利用者ネットワーク活動
●ＪＡ広報誌「てん、てん、てん」等の発行やホームページによる情報提供

社会的責任
と

貢献活動

社会的責任
と

貢献活動

（単位：百万円）

取得価額

令和２年1月末

時　価 評価損益取得価額

平成31年1月末

時　価 評価損益

 － 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

 599 638 38 600 639 39

 6,617 6,831 214 5,912 6,110 198

 7,217 7,470 253 6,512 6,750 238

保 有 区 分

売 買 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合 計

（注）1　有価証券の時価は1月末日における市場価格等に基づく時価としています。　
2　取得価額は取得原価又は償却原価によっています。

●全国のJAバンクが協力して個々のJAを
支援する、独自の制度である「相互援助
制度」を一層充実・強化しています。
●「破綻未然防止システム」とは、JAの経
営状況のチェック（モニタリング）、経営
改善への取り組み、「JAバンク支援基
金」によるサポートを行う仕組みです。

「JAバンク・セーフティーネット」と
は、公的制度である「貯金保険制度」
と、JAバンク全体で経営健全性を確
保する取り組みである「破綻未然防
止システム」によって、組合員・利用
者の皆さまにより一層の安心をお
届けする仕組みです。

　組合員・利用者の皆さまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、JA・信連・農林中央金庫が一体的に取
り組む仕組みを「JAバンクシステム」といいます。
　「JAバンクシステム」は、JAバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」とスケールメリットときめ細かい顧客
接点を生かした金融サービス提供の充
実・強化を目指す「一体的事業推進」の
２つの柱で成り立っています。

破綻未然防止システム

●貯金者を保護するための国の公的な
制度で、貯金保護の範囲は銀行等が加
入する「預金保険制度」と同じもので
す。貯金業務を取り扱う全てのJA・県
信連・農林中央金庫などが加入してい
ます。

貯金保険制度

万全の体制で組合員・利用者の皆さまに、より一層の「安心」と「便利」をお届けします。

+

安心バンク、JAバンク

行　政

再編強化法…農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律

全中・JA中央会

貯金保険機構

JAバンク支援協会

系統債権管理回収機構

連携

協力・連携、
経営改善指導
破綻時の支援

破綻未然防止の
支援

不良債権の
管理・回収

JAバンクシステムJAバンクシステム

JAバンク会員の経営健全性確保 金融サービスの提供の充実

破綻未然防止システム 一体的事業運営

組合員・利用者の皆さま

JAバンク基本方針

J　A 信　連
（JAバンク県本部）

農林中金
（JAバンク中央本部）

●有価証券の時価情報
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危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

資金運用構成

●環境に優しい未来農業をめざして

●地域とともに、地域社会との共生

（単位：百万円）

（単位：百万円）

貯 金

貸 出 金

預 金

有 価 証 券

（単位：百万円）

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

３カ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

貸出条件緩和債権

3カ月以上延滞債権

自己査定と保全の状況 金融再生法開示債権 リスク管理債権

残高
A

－

43

33

（－）

－

192

11,406

11,676

担保等保全額
B

27

30

（－）

－

貸倒引当金
C

15

3

残高

43

33

－

77

10,128

10,205

－

77

－

－

77

保全率
（B+C)÷A

100.00%

100.00%

債 務 者 区 分

破 綻 先

実 質 破 綻 先

破 綻 懸 念 先

区 分

破産更生等債権

危険債権

要管理債権

小 計

正常債権

合 計

残高区 分

破綻先債権

延滞債権

３カ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権

合 計

合 計

(うち要管理債権)

要 管 理 先

その他要注意先

正常先（地公体等を含む）

各種貯金キャンペーンの展開を行い、貯金残高は前年比12億円の増加となり
ました。また、貸出金については約定・繰上償還が新規実行額を上回り、前年比
9.8億円の減少となりました。有価証券は、中長期的な収益確保を目的に購入し
ています。

リスク管理債権とは、元本、利息の返
済が正常でない貸出金の総称であり、い
わゆる不良債権のことです。リスク管理債
権額は回収進捗により残高が減少しまし
たが、貸出先の業況悪化等により、前年
比0.9百万円の減少にとどまりました。リ
スク管理債権比率（対貸出金残高）は貸
出金残高の減少に伴い、前年比0.05ポイ
ント増加し、0.75％となりました。

厳格な自己査定を実施し、貸出金等資産の回収の危険性または価値の毀損の度合いの程度に応じて担保・
保証等による保全のない債権に対しては、資産の償却・引当基準に基づき適正に引当処理を行っています。（単位：百万円） （百万円）

事 業 総 利 益

信用事業総利益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金

有価証券
7.94%
有価証券
7.94%

貸出金
12.06%
貸出金

12.06%

貸出金 預金 有価証券

預金
80.00%

預金
80.00%

開示債権計
10,205百万円

要
注
意
先

破産更生等債権 危険債権

正常債権

0.75％

破産更生等債権
0.43%

破産更生等債権
0.43%

危険債権
1.09%

正常債権  99.24%正常債権  99.24%

危険債権
0.33%

R1H29 H30

経常利益 当期剰余金

（単位：百万円） （%）

自己資本の額（A）

リスク・アセット（B）

自 己 資 本 比 率
（A)／（B)×100

H31.1月末

20.9820.67 20.20

H30.1月末 R2.1月末

自己資本比率とは、リスク・アセットに対して資本金などの自己資本がどれくらい
あるかを示す指標です。当ＪＡの自己資本比率は20.2％と、国内基準4％および国際
統一基準8％を大きく上回っており、引き続き高い健全性を維持しています。

　環境保全型農業の振興を通じて、安心・安全な農産物の生産と緑豊かな地球環境を守り、人と自然の調和を図り、
自然やゆとりのある地域社会の創造をめざします。

　協同と相互扶助の精神に基づき、地域協同組合として組合員はもとより地域住民の多様なニーズに対応することに
より地域とともに発展する、地域に開かれたＪＡとしての事業・運営方式に取り組みます。

（注）記載金額は、原則として単位未満を切り捨てて表示しており、単位未満については「０」で表示しています。
　　そのため、合計欄、増減欄等が一致しないことがあります。

 平成30年1月末 平成31年1月末 令和2年1月末

 81,806 83,262 84,481

 11,780 11,172 10,190

 62,517 64,345 67,582

   7,144   7,431   6,710

 平成31年1月末 令和2年1月末 増減

     －     －     －

   77   77 △ 0 

     －     －     －

     －     －     －

   77   77 △ 0 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度

 1,987 2,042 2,016

    532    536    543

    171    220    247

    383    167      88

 平成30年1月末 平成31年1月末 令和2年1月末

   6,807   7,123   7,147

 32,917 33,940 35,382

 20.67% 20.98% 20.20%

247

88

171

383

破産更生等債権 金融再生法に規定する「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のこと
で、破産・会社更生・再生手続等の事由により、経営破綻に陥っている債
務者に対する債権です。

債務者が経営破綻の状況には至ってはいないが、財政状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本回収及び利息の受取ができない可能
性の高い債権です。

「破産更生等債権」及び「危険債権」を除く３ヵ月以上延滞債権及び貸出
条件緩和債権です。

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして前段の「破
産更生等債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外のものに区分される
債権です。

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本又は利息の取立て、又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った
貸出金で、「破綻先債権」、「延滞債権」及び「３カ月以上延滞債権」に該当しないものをいいます。

未収利息不計上貸出金であって、「破綻先債権」及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で、「破綻先債権」及び「延滞債権」に該当しないものをいいます。

用語 の 説明

用語 の 説明

　出資金や利益剰余金等の自己資本の総額を「分子」に、損失が発生する可能性のある資産の総額（リス
ク・アセット）を「分母」として計算しています。
※リスク・アセットとは、資産を危険度に応じたリスク・ウエイト（掛目）により資産を再計算した額の総額です。
（例：現金、国債等はリスク・ウエイト０％、農業信用基金協会保証付貸出はリスク・ウエイト10％となります。） 

●主要勘定残高の状況

●リスク管理債権残高の推移

●金融再生法開示債権と保全の状況
●収益の状況

●自己資本比率の推移

220

167


